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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期
第３四半期
連結累計期間

第37期
第３四半期
連結累計期間

第36期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 27,954,192 28,122,460 37,238,244

経常利益 （千円） 2,643,374 1,663,492 2,984,733

親会社株主に帰属する四半期(当

期)純利益
（千円） 1,949,866 990,555 2,194,543

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,513,881 2,323,945 2,894,179

純資産額 （千円） 22,783,640 24,613,925 23,167,236

総資産額 （千円） 41,480,295 46,011,651 40,541,227

１株当たり四半期(当期)純利益 （円） 150.21 75.48 168.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 145.04 73.54 163.21

自己資本比率 （％） 52.7 51.3 54.8

 

回次
第36期
第３四半期
連結会計期間

第37期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 41.44 5.13

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．当社は第２四半期連結会計期間より株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、当第３四半期連結累計期間の１

株当たり四半期純利益の算定上、株式給付信託（J-ESOP）に係る信託Ｅ口が保有する当社株式を期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産が46,011百万円となり、前連結会計年度末に

比べ5,470百万円増加いたしました。一方、負債は21,397百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,023百万円増

加いたしました。また、純資産は24,613百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,446百万円増加いたしまし

た。

 

②経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症対策の緩和に伴い社会経済活動

の正常化が進み、個人消費や設備投資の回復などにより景気に持ち直しの動きがみられたものの、ウクライナ情

勢や急激な円安の進行等を背景とした資源価格の高騰や物価高の影響に加え、部材供給難の長期化や米国による

中国への輸出規制強化など、依然として不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループにおける当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、半導体設計

用（EDA）ソフトウェアや決済端末の販売が概ね堅調に推移したものの、研究開発への注力や事業拡大に伴う人

員増などが影響したことから、売上高28,122百万円（前年同期比0.6％増）、営業利益1,430百万円（同38.1％

減）、経常利益1,663百万円（同37.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益990百万円（同49.2％減）とな

りました。

 

報告セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

〔テストソリューション事業〕

テストソリューション事業は、半導体メモリー市場等の顧客を中心に当社グループのエンジニアリング力を活

かし、高付加価値製品の提供に注力するとともに、顧客ニーズに対応した製品の開発や新規市場の開拓に積極的

に取り組んでまいりました。当事業においては、半導体不足に伴う一部部材の長納期化や価格高騰の影響を受け

ましたが、設計変更による代替部品への切り替えや新規調達先開拓などの対応により影響の最小化に努めてまい

りました。自社製テストシステムは、新製品の販売が堅調に推移したものの、市況悪化に伴う国内顧客の投資抑

制によりメモリー向けテスターの需要が減退したことに加え、海外向け販売も低迷したことから減収となりまし

た。台湾のSTAr Technologies, Inc.は、信頼性試験装置の需要が堅調に推移したものの、プローブカード販売

の伸び悩みや部材調達難、研究開発への注力や事業拡大に伴う人員増などにより収益性は低下しました。

その結果、当事業の売上高は9,888百万円（前年同期比12.0％減）、セグメント利益は466百万円（同67.4％

減）となりました。

 

〔半導体設計関連事業〕

半導体設計関連事業は、新型コロナウイルス感染症対策の緩和により社会経済活動の正常化が進むなか、イン

ターネット等の活用に加え、対面での営業活動を再開し、売上拡大及び収益の安定化に努めてまいりました。主

力商品の半導体設計用（EDA）ソフトウェアは、新規顧客への販売が増加したほか、既存顧客からの受注が伸長

したことなどにより増収となりました。株式会社モーデックのシミュレーションモデル製品販売や設計支援サー

ビスも半導体や自動車関連向けを中心に概ね堅調に推移いたしました。一方、三栄ハイテックス株式会社のLSI

設計受託ビジネスは、国内における主力顧客の需要が概ね堅調に推移したものの、海外事業がロックダウンの影

響を受けたことや研究開発への先行投資などにより、前年同期実績には及びませんでした。

その結果、当事業の売上高は10,056百万円（前年同期比11.3％増）、セグメント利益は510百万円（同8.4％

減）となりました。
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〔システム・サービス事業〕

システム・サービス事業は、当社グループのエンジニアリング力を活かし、特徴ある製品の開発やサービスの

提供に注力してまいりました。当事業においても、半導体不足やサプライチェーンの混乱等による一部部材の長

納期化や価格の高騰が続いておりますが、先行手配や新規調達先開拓、代替部品への変更などの対応により影響

の最小化に努め、また、引き続き感染防止対策を徹底した上で展示会へ出展するなど積極的な営業活動を行って

まいりました。自社製CPUボードやBOX型コンピューターなどの組込み製品は、社会インフラや産業機械向けなど

を中心とした需要の高まりを受け増収となりました。アイティアクセス株式会社は、社会経済活動の正常化など

に伴い決済端末の需要が回復したことに加え、クラウド決済サービスの収益も貢献し増収となりました。ガイ

オ・テクノロジー株式会社は、自動車関連の需要が本格的な回復に至らないなか、車載向け組込みソフト検証

ツール販売は伸び悩んだものの、エンジニアリングサービスがやや持ち直し増収となりました。一方、株式会社

レグラスは、AIカメラシステムの量産販売が低迷したことに加え、受託開発もプロジェクトの遅れなどにより伸

び悩み、大幅な減収となりました。

その結果、当事業の売上高は8,176百万円（前年同期比6.5％増）、セグメント利益は931百万円（同7.2％増）

となりました。

 

（2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（3）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達

成状況を判断するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,520百万円であります。なお、当

第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（6）経営成績に重要な影響を与える要因

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した経営成績に重要な影響を与える

要因についての重要な変更はありません。

 

（7）資本の財源及び資金の流動性

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した資本の財源及び資金の流動性に

ついて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
 （2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,700,000 13,700,000
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数　100株

計 13,700,000 13,700,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2023年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 13,700,000 － 10,517,159 － 2,730,755

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 521,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,149,500 131,495 －

単元未満株式 普通株式 29,200 － －

発行済株式総数  13,700,000 － －

総株主の議決権  － 131,495 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,100株（議決権の数11個）及び株式給

付信託（J-ESOP）に係る信託Ｅ口が保有する当社株式42,000株（議決権の数420個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

イノテック株式会社

神奈川県横浜市港

北区新横浜３丁目

17番６号

521,300 － 521,300 3.81

計 － 521,300 － 521,300 3.81

（注）１．当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、516,918株であります。

２．株式給付信託（J-ESOP）に係る信託Ｅ口が保有する当社株式42,000株は、上記の自己株式に含まれておりま

せん。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から

2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,664,498 7,349,640

受取手形、売掛金及び契約資産 8,826,491 10,114,158

商品及び製品 3,491,775 4,269,695

仕掛品 1,229,036 1,974,720

原材料 1,380,964 2,095,254

その他 1,602,755 2,209,021

貸倒引当金 △5,790 △5,651

流動資産合計 23,189,730 28,006,839

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,562,810 8,736,973

減価償却累計額 △5,078,938 △5,260,676

建物及び構築物（純額） 3,483,872 3,476,296

土地 5,832,882 5,848,453

その他 3,840,409 4,822,399

減価償却累計額 △2,315,036 △2,671,997

その他（純額） 1,525,373 2,150,401

有形固定資産合計 10,842,129 11,475,152

無形固定資産   

のれん 1,212,345 1,100,308

その他 1,211,707 1,266,241

無形固定資産合計 2,424,053 2,366,549

投資その他の資産   

投資有価証券 1,771,486 1,989,497

その他 2,313,828 2,173,611

投資その他の資産合計 4,085,315 4,163,109

固定資産合計 17,351,497 18,004,811

資産合計 40,541,227 46,011,651
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,333,841 2,593,730

短期借入金 5,169,227 6,960,682

１年内償還予定の社債 － 2,200,000

１年内返済予定の長期借入金 480,016 680,016

未払法人税等 542,083 311,481

賞与引当金 303,804 628,846

役員賞与引当金 2,160 46,074

その他 4,781,105 5,801,123

流動負債合計 13,612,239 19,221,953

固定負債   

社債 2,200,000 －

長期借入金 753,296 1,193,284

役員退職慰労引当金 155,362 169,637

退職給付に係る負債 267,859 295,254

その他 385,234 517,596

固定負債合計 3,761,751 2,175,772

負債合計 17,373,991 21,397,725

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,517,159 10,517,159

資本剰余金 4,228,916 4,242,744

利益剰余金 7,950,878 8,021,392

自己株式 △681,517 △651,358

株主資本合計 22,015,436 22,129,938

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 65,744 112,941

繰延ヘッジ損益 △93,248 21,427

為替換算調整勘定 233,787 1,362,763

退職給付に係る調整累計額 △7,886 △5,490

その他の包括利益累計額合計 198,397 1,491,641

新株予約権 128,849 128,849

非支配株主持分 824,552 863,495

純資産合計 23,167,236 24,613,925

負債純資産合計 40,541,227 46,011,651
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 27,954,192 28,122,460

売上原価 19,378,326 19,229,123

売上総利益 8,575,865 8,893,336

販売費及び一般管理費 6,264,297 7,462,846

営業利益 2,311,567 1,430,490

営業外収益   

不動産賃貸料 343,282 335,866

為替差益 112,399 186,921

その他 219,082 107,759

営業外収益合計 674,765 630,547

営業外費用   

不動産賃貸費用 245,617 244,203

その他 97,340 153,341

営業外費用合計 342,958 397,544

経常利益 2,643,374 1,663,492

特別利益   

補助金収入 57,994 －

固定資産売却益 1,630 579

その他 6,772 －

特別利益合計 66,396 579

特別損失   

固定資産圧縮損 57,760 －

その他 7,331 －

特別損失合計 65,091 －

税金等調整前四半期純利益 2,644,679 1,664,072

法人税等 633,847 655,918

四半期純利益 2,010,831 1,008,154

非支配株主に帰属する四半期純利益 60,965 17,599

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,949,866 990,555
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 2,010,831 1,008,154

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 15,929 47,197

繰延ヘッジ損益 38,673 114,676

為替換算調整勘定 448,124 1,151,522

退職給付に係る調整額 322 2,395

その他の包括利益合計 503,050 1,315,791

四半期包括利益 2,513,881 2,323,945

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,434,867 2,283,799

非支配株主に係る四半期包括利益 79,014 40,145
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適

用することといたしました。

　なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症による影響に関する仮

定について重要な変更はありません。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、2022年５月12日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経

済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、また

高い専門性を持つ優秀な人材の長期的な業績貢献を期待して、従業員に対して自社の株式を給付するインセン

ティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」といい、本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と

締結する信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいます。）を導入することにつき決議し、第２四

半期連結会計期間より従業員に本信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

(1）取引の概要

　本制度は、予め当社が定める株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を

給付する仕組みです。

　当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、受給権を取得したときに当該付与ポイン

トに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将

来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

(2）信託に残存する自社の株式

　本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第３四半期連結会計期間56,154千

円、42千株であります。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

減価償却費 784,077千円 917,230千円

のれんの償却額 171,477 177,848
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日

定時株主総会
普通株式 381,980 30 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金

2021年11月９日

取締役会
普通株式 393,245 30 2021年９月30日 2021年12月９日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社役員の退任に伴うストック・オプション行使により自己株式を317,600株、当社従業員のストック・オ

プション行使により自己株式を27,800株、子会社役員のストック・オプション行使により自己株式を2,700

株、当社役員に対する譲渡制限付株式報酬として自己株式を27,400株処分しております。この結果、当第３四

半期連結累計期間において資本剰余金が240,011千円、自己株式が432,413千円それぞれ減少し、第３四半期連

結会計期間末において資本剰余金が4,228,916千円、自己株式が681,517千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 458,786 35 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金

2022年11月10日

取締役会
普通株式 461,253 35 2022年９月30日 2022年12月12日 利益剰余金

（注）2022年11月10日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）の信託財産として、信託Ｅ口が保

有する当社株式に対する配当金1,470千円が含まれております。

 

EDINET提出書類

イノテック株式会社(E02724)

四半期報告書

13/19



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
テストソ
リューション
事業

半導体
設計関連事業

システム・
サービス事業

計

売上高       

テスター 5,911,904 － － 5,911,904 － 5,911,904

STAr Technologies 5,328,641 － － 5,328,641 － 5,328,641

EDA他 － 6,023,082 － 6,023,082 － 6,023,082

三栄ハイテックス － 2,843,706 － 2,843,706 － 2,843,706

モーデック － 169,146 － 169,146 － 169,146

組込みシステム他 － － 1,500,820 1,500,820 － 1,500,820

アイティアクセス － － 3,202,878 3,202,878 － 3,202,878

ガイオ・テクノロ

ジー
－ － 2,386,696 2,386,696 － 2,386,696

レグラス － － 587,314 587,314 － 587,314

顧客との契約から生

じる収益
11,240,546 9,035,935 7,677,710 27,954,192 － 27,954,192

外部顧客への売上高 11,240,546 9,035,935 7,677,710 27,954,192 － 27,954,192

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 15,663 17,689 33,353 △33,353 －

計 11,240,546 9,051,598 7,695,400 27,987,545 △33,353 27,954,192

セグメント利益 1,432,577 557,918 868,959 2,859,455 △547,887 2,311,567

（注）１．セグメント利益の調整額△547,887千円には、セグメント間取引消去3,907千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△548,890千円及び棚卸資産の調整額△2,905千円が含まれております。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
テストソ
リューション
事業

半導体
設計関連事業

システム・
サービス事業

計

売上高       

テスター 4,266,857 － － 4,266,857 － 4,266,857

STAr Technologies 5,621,996 － － 5,621,996 － 5,621,996

EDA他 － 6,882,872 － 6,882,872 － 6,882,872

三栄ハイテックス － 2,955,639 － 2,955,639 － 2,955,639

モーデック － 218,323 － 218,323 － 218,323

組込みシステム他 － － 1,637,532 1,637,532 － 1,637,532

アイティアクセス － － 3,625,341 3,625,341 － 3,625,341

ガイオ・テクノロ

ジー
－ － 2,569,068 2,569,068 － 2,569,068

レグラス － － 344,828 344,828 － 344,828

顧客との契約から生

じる収益
9,888,853 10,056,835 8,176,770 28,122,460 － 28,122,460

外部顧客への売上高 9,888,853 10,056,835 8,176,770 28,122,460 － 28,122,460

セグメント間の内部
売上高又は振替高

54 43 10,264 10,362 △10,362 －

計 9,888,908 10,056,878 8,187,035 28,132,822 △10,362 28,122,460

セグメント利益 466,809 510,990 931,690 1,909,490 △478,999 1,430,490

（注）１．セグメント利益の調整額△478,999千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△479,814千円

及び棚卸資産の調整額814千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 150円21銭 75円48銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,949,866 990,555

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
1,949,866 990,555

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,981 13,123

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 145円04銭 73円54銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（千株） 461 347

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（注）当社は第２四半期連結会計期間より株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、当第３四半期連結累計期間の１株当

たり四半期純利益の算定上、株式給付信託（J-ESOP）に係る信託Ｅ口が保有する当社株式（当第３四半期連結累計

期間20千株）を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

2022年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………461,253千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………35円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2022年12月12日

（注）１．2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）の信託財産として、信託Ｅ口が保有する当社株式に対する配

当金1,470千円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2023年２月13日

イノテック株式会社  

取締役会　御中  

 

有限責任監査法人　トーマツ

 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 會澤　正志

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 男澤　江利子

 

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイノテック株式
会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12
月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな
わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イノテック株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な
点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入
手したと判断している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期
連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー
手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され
る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど
うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において
四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が
適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人
の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。
・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成
基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務
諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ
せる事項が認められないかどうかを評価する。
・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査
人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査
人の結論に対して責任を負う。

EDINET提出書類

イノテック株式会社(E02724)

四半期報告書

18/19



監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な
発見事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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